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特集 ICTが変える食料・農業・農村 

 

 

デジタルコミュニケーション技術を活用した新たな農村計画のビジョン 

 

京都大学大学院地球環境学堂 

鬼塚健一郎 

 

1 農村地域を取り巻く根本課題 

農村地域は、我が国の食料生産を担う地域であるとともに、多面的な機能を有しており、

その恩恵は農村住民のみならず、広く都市住民にまで及んでいる（農林水産省）。ところが、

農村地域は様々な問題に直面しており、その持続性が危惧されている。それらの問題は、表

層的には、耕作放棄地の増加や経済活動の停滞、公共サービスの撤退、空き家の増加など多

様な形で現出しているが、それらの根本的な原因となっているのは、高度成長期以降続いて

いる過疎化、高齢化、そして混住化である。農村地域の住民は歴史的に共同で、農業生産、農

地をはじめとする地域資源・共有施設・共有地等の維持管理、文化・祭祀の保全など、様々な

役割（集落機能）を果たしてきた（福与, 2011）。ところが、人口減少にともない労働力が減

少するとともに、居住する住民の構成も高齢者に偏ることで、個々人の活力や対応能力は弱

体化し、新しいアイディアも出にくくなる。さらに、非農業者や外部からの移住者の増加に

より、地域コミュニティのつながりや、それに基づく互酬機能も弱まっている。農村地域が

抱えている問題を根本的に解決するための方向性は実は明確であり、過疎化、高齢化、混住

化を食い止め、あわよくば逆転させることである。つまり、政策的に生み出すべき理想的な

状況とは、若年層で就農意識も高く、地域に対する愛着も強い移住者を、農村地域に多く呼

び込むことであると考えられる。これは、集落支援員や地域おこし協力隊といった外部支援

者を、農村地域をはじめとする地方に呼び込むような政策に表れている。また、中山間地域

直接支払制度や多面的機能支払制度には、地域における共同活動を必須要件とすることで地

域内の協働を促進しようとする意図が含まれている。同時に現在、若者の農村地域に対する

移住意欲が高まっているとする田園回帰と呼ばれる傾向が取り上げられる一方で（小田切・

筒井, 2016）、様々な地方創生の取り組みにも関わらず、地方人口の首都圏への流出がまった

く止まっていないというデータも示されている（まち・ひと・しごと創生本部, 2019）。さら

に、いくら増加しているとはいえ、地域おこし協力隊等の外部支援者を、全国に約 14万存在

する農業集落すべてをカバーできる規模で派遣するのは容易ではない。 

農村地域の抱える問題に対処するための取り組みは一朝一夕で完了するものではない。そ

のため、現在の状況のみに着目するのに留まらず、将来起こりうる変化を想定して計画を立

てていかなければならない。将来の変化としては、予測可能な確実に起こる変化と、いつど

のような規模で起こるか予測ができない不確実な変化が存在する。確実に起こる変化として



日本農学アカデミー会報 第 33 号（2020） 

 24 

まず挙げられるのは、人口構造の変化である。また、情報通信技術（ICT：Information and 

Communication Technology）の進歩も確実に起こるものと考えられ、AI や IoT、ロボティク

ス等の技術は世界的な激しい競争のなかで、日進月歩で進歩し続けている。他方、予測がで

きない変化としては、金融危機や国際紛争など社会・経済情勢の変化や、疫病の蔓延、気候

変動やそれに伴う自然災害、さらには人々の嗜好の変化などが挙げられる。 

 

2 ICTを取り入れた新たな農村計画学の確立に向けた二つのアプローチ 

農村計画学の意義は、学術的な手法を用いて農村地域の抱える様々な課題の要因を解明す

るとともに、それらに対する適切な解決方法を確立することにある。この目的を実現するた

めには、農村地域において様々な課題を引き起こしている根本的な問題である、量・質の両

面からの人的資本の脆弱化とコミュニティの機能低下による集落機能の減少を食い止める必

要がある。本稿ではそのためのアプローチとして、特に ICT の活用に着目して以下の 2 点を

取り上げたい。すなわち、1）新たなデジタルコミュニケーション技術の活用を通じて地域内

外の多様な主体による新たな農村ガバナンスを構築し、ソーシャル・イノベーションの実現

を目指すアプローチ（つまり、人の不足を人で補う方法）、2）スマート農業やスマートヴィ

レッジ関連技術による人の仕事の代替を前提とした新しい農村地域の将来ビジョンに基づい

て、そのビジョンを実現するための方法論の確立を目指すアプローチ（つまり、人の不足を

テクノロジーで補う方法）、である。本稿では主に 1）について取り上げるが、2）についても

簡単に触れる。 

 

3 農村地域で ICT を活用したソーシャル・イノベーションは実現可能か？ 

ソーシャル・イノベーションの学術的な定義は十分に議論されているとはいえないが、

Neumeuer（2012）では、新しい協働行動に結び付く人々の行動や態度等の変化と定義されて

いる。また、ソーシャル・イノベーションは、協働行動に向かうプロセスとその結果の両方

を含むものとされている（Neumeuer, 2017）。農村地域の計画は、主な計画主体は農村住民と

行政であり、必要に応じて民間企業や NPO 等がサポートをする形で策定されることが多い。

戦後しばらくは行政主体で進められてきた計画プロセスをトップダウン型のガバナンスと呼

ぶならば、近年の農村開発や農村計画での主流は、住民参加、もしくは住民主体による計画

プロセス、つまりボトムアップ型のガバナンスへと変化してきている(Bosworth, 2016)。さ

らに、地域にとらわれない多様な主体の参画も望まれるようになりつつあり、本稿ではそれ

をソーシャル・イノベーションと捉えることとする。ソーシャル・イノベーションを農村地

域で実現するにあたり大きなハードルとなるのは、中心市街地との地理的・時間的な距離で

ある。言い方を変えると、この距離による条件不利性が、農村地域からの人口流出を引き起

こしているともいえる。物理的な距離の問題を克服するのはこれまでに非常に困難であった。

しかし、近年広く普及している ICTによるデジタルコミュニケーション技術を活用できれば、

場所にとらわれずに様々な主体とのコミュニケーションを通じてネットワークを拡張してい
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くことが可能となり、農村地域におけるボトムアップ型のガバナンス、さらにはソーシャル・

イノベーションの実現に向けた大きな貢献となることが期待される（鬼塚, 2015）。さらに、

拡張された多様な主体間のネットワークを通じて様々な知識や情報が共有され、新たなイノ

ベーションが生まれることが理想である（図 1）。 

 

 

図 1 農村地域におけるソーシャル・イノベーションのイメージ 

 

ここで検討しなければならないのは、高齢化が進む農村地域において、このようなデジタ

ルコミュニケーション技術を活用した場所にとらわれない新しいガバナンスを構築すること

が可能だろうか、という問いである。この問いについて、以降で、これまでの研究事例をも

とにみていきたい。 

まず、京都府内の三つの山間部に位置する農村地域（二つの農業集落と一つの旧市町村範

囲の地域）で、2012年に実施されたアンケート調査のなかから、インターネット利用状況を

みてみたい。 

 

 

図 2 農村地域（京都府下の 3地域）におけるインターネット利用状況 

（鬼塚ほか, 2012） 
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図 2をみると、30代までは都市部とまったく遜色のないインターネット利用率であるのに

対して、40代以降になると急速に利用率が低下していくのがわかる。特に、60歳代に至ると

利用率は 40%を下まわり、70代以上は 1割前後しか利用していない。 

次に、同じアンケート調査によりインターネット利用の程度と年齢、地域への関心の関連

性を示したものが図 3である。 

 

 

図 3 インターネット利用の程度と年齢、地域への関心の関連性 

（鬼塚ほか，2013） 

 

図 2 と同様に年齢とインターネット利用程度は強い正の相関があるのに対して、年齢と地

域への関心は強く負に相関していることが示されている。これより、インターネットを日常

的に利用する若年層は地域への関心が低いため、インターネット利用目的は地域外の情報収

集や地域外との交流へと向かい、地域のために使う時間を一層減少させる懸念がある。逆に、

インターネットをあまり利用しない高齢者は、地域への関心は高いが、インターネットを地

域のために効果的に活用することは難しい。これより、農村地域におけるインターネット活

用を考える際に課題となるのは、若年層の地域への関心を高め、地域のためのインターネッ

ト活用を促すこと、逆に高齢層にはインターネットリテラシーを高め、地域のために活用す

る方法を学習する機会を提供することである。 

ここまで、京都府下の 3 事例における状況を取り上げてみてきたが、ここからは対象をよ

り広域に広げて、農村地域におけるソーシャル・メディアの活用上の課題について検討して

みたい。まず、京都府で実施された農村活性化を目的とした「共に育む『命の里』事業」の

2015年時点での全実施地域を対象として、各地域のリーダーやキーパーソンにあたる人物間

の地域内外におけるコミュニケーションを分析した研究事例をみてみたい（Onitsuka and 

Hoshino, 2018）。リーダーの大きな役割としては、文字通りリーダーシップを発揮して地域

を望むべき方向に導くことのみならず、地域外とのネットワークを拡張することも重要であ

る（中塚・内平, 2010）。この研究は、対象地域のリーダー・キーパーソン間のコミュニケー

ション関係を、対面、電話、手紙、メール、SNSの 5つの手段に応じて分析しているが、その

うち SNSによるコミュニケーションをネットワーク図として可視化したのが図 4である。 
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図 4 共に育む「命の里」事業実施地区のリーダー間の 

コミュニケーションネットワーク（SNS） 

 

図 4 において、色は広域市町村を意味しており、ノードの形は市町村を意味している。ま

た、各ノードのラベルは最初の英字大文字が広域市町村、次の英字小文字が市町村、次の 2桁

の数値が旧市町村（共に育む「命の里」事業の地域単位）、最後の英字小文字が農業集落を表

している。農村地域のリーダーは一般的に高齢者の男性である場合が多く、その状況を反映

してか、SNS はリーダー間のコミュニケーションではほとんど活用されていないことがわか

る。ただしごくわずかながら、広域市町村や市町村の範囲を超えたコミュニケーションもみ

られた。 

さらに、日本全国すべての条件不利な農業集落・旧市町村にまで対象を広げて、Google検

索を自動実行するプログラムにより、地域単位でのソーシャル・メディア（特に Facebook  

ページ）の活用状況を網羅的に分析した研究結果を概観したい（Onitsuka, 2019）。法的に条

件不利地域に指定される集落は全国で約 7 万 6 千存在するが、分析の結果、集落レベルでの

Facebook活用が見つかったのは 117集落のみであり、条件不利にあたる農村地域では、全国

的に見てもソーシャル・メディアはほとんど活用されていないことがわかった（図 5）。 

 

 

図 5 農業集落を単位として設立された Facebookページのファンの数（n=117） 

ID on the nodes

The first uppercase letter:  ID of the large municipal district

The second lowercase letter:  ID of the current municipal district

The third number:  ID of the joint community ranging from 1 to 46

The last lowercase letter: ID of individual leaders and key people       

within the joint community

Color

Red: large municipal district A

Yellow: large municipal district B

Green: large municipal district C

Blue: large municipal district E
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さらに、活用されている Facebookページを見ても、50ページ（42.7%）はページのファン

数（いいね数）が 100 以下となっており、200以下まで含めると 78ページ（66.7％）が含ま

れる。対照的に、500を超えるファン数を得られているページは 11ページ(9.4%)のみであっ

た。以上より、条件不利地域にあたる農業集落では、ソーシャル・メディアを活用したソー

シャル・イノベーションの実現はほぼ望むことはできず、またソーシャル・メディアを活用

していても、効果的に活用できていない場合がほとんどであることがわかる。 

ただし、ソーシャル・メディアを効果的に活用してネットワークを広げ、移住者・訪問者

の増加や特産品売り上げの増加などに成功している集落もわずかながら存在する。それらの

集落は、不利な条件のなかでどのようにしてソーシャル・メディアの活用、そしてそれを通

じたネットワークの拡張やその他の効果を実現できたのであろうか？ そこで、効果的に活

用できている集落に着目して、ソーシャル・メディアの立ち上げに関わった人物にヒアリン

グ調査を実施し、経歴や経験、立ち上げの理由やプロセスについて詳しく尋ねた。同時に、

ソーシャル・メディアを活用している集落のうち、特に条件が悪いと判断される集落（都市

部からの距離が遠く、かつ、政策的に外部支援者によって支援されていない集落）を選定し

た。それぞれにおいて、ソーシャル・メディアを立ち上げた人物の過去の経験・スキルを図 6

に示した。ただし図 6 では、農業集落単位のみならず、旧市町村単位で発見された Facebook

活用事例も含まれている。 

 

 

図 6 地域のソーシャル・メディアを立ち上げた人物の経験・スキル 

（L：効果的に活用できている地域、D：活用しているが、特に条件不利な地域） 

 

これをみると、効果的に活用できている地域では、ICT/Programming の経験を有している

人々が多いのと同時に、ICT に関わらない様々なクリエイティブスキル（デザイン、写真、 

マーケティングやプロモーション、地域活性化活動など）の経験を持っていることがわかる。

また、興味深いのは、ソーシャル・メディアの立ち上げに関わった人の多くが外部者もしく

は移住者だったことである。対照的に、特に条件が悪いながらもソーシャル・メディアを採

用した集落では、外部者の支援が得られにくいためか、主に地域住民、もしくは行政職員に

よりソーシャル・メディアが立ち上げられていたが、ICTや SNSの知識・経験がある人は少な



日本農学アカデミー会報 第 33 号（2020） 

 29 

く、それ以外の様々なスキルもほとんど有していなかった。以上より、条件不利な農業集落

では、ICTによる新しいコミュニケーション技術を有効活用するためには、ICTに留まらない

様々なスキルや経験を有する外部者のサポートが不可欠であることが明らかとなった。ただ

し、そのような外部サポートを地域の自助努力で得るのは難しい場合が多く、政策的な支援

が必須であると考えられる。たとえば、地域おこし協力隊などの若い外部支援者は、ソーシ

ャル・メディアのような新たなコミュニケーション技術の活用面では特に期待が大きい。ICT

やその他のクリエイティブなスキル・経験のある外部支援者の日常業務のなかに、ソーシャ

ル・メディアの活用を積極的に位置づけることが重要であり、経験の不足する場合は教育機

会の提供も必要であると考えられる。 

4 新しい地域情報の可視化ツールの活用 

以上でみてきたように、条件不利な農業集落では、自発的にデジタルコミュニケーション

技術を採用し、ソーシャル・イノベーションに結び付けるのは困難であるといえる。特に、

デジタルコミュニケーション技術を採用しただけでは、地域情報の伝達や交流促進に結び付

けるには十分ではなく、オンライン上であっても外部者に効果的に地域情報を伝える必要が

あると考えられる。インターネット上で地域情報をよりリアリティの高い形で伝達する技術

として、近年普及が進んでいる VR（ヴァーチャルリアリティ）や 3Dモデルなどの可視化技術

に期待が集まる（図 7, 8）。 

 

 

図 7 ドローンで撮影した空撮画像により   図 8 全天球画像を VR技術により鑑賞している 

作成された農村地域の 3Dモデル       様子 

（Onitsuka et al., 2018） 

 

 

 

 
(a) 

 
(b) 

 
(c) 

 
(d) 

 
(e) 

 
(f) 
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ここでは、農村地域における 3D モデルや VR による地域情報の可視化と、その伝達効果を

評価した研究を概観したい。実験として、対象地域の情報を全く知らない被験者に、地域の

景観を 3D モデルや VR により見てもらい、景観上の課題等について尋ねた。その結果、地域

住民が普段重要だと思わないような視点から様々な意見が得られたほか、地域で実際に問題

となっている景観（例：ガードレールの低さ、洪水の危険性が高いエリアなど）を、3Dモデ

ルや VRを通じて把握できていた例も多くみられた。また、外部被験者の意見は、地域住民の

意見と一致するところも少なからずあった。 

以上を総合すると、今後、農村地域においてデジタルコミュニケーション技術を活用して

ソーシャル・イノベーションを実現し、地域の持続性を確保していくためには、図 9 のよう

なプロセスが必要になると考えられる。 

 

図 9 デジタルコミュニケーション技術を取り入れた農村計画のプロセス 

 

5 テクノロジーによる人の機能の代替は農村地域に何をもたらすか？ 

ここまで、ICTのコミュニケーションツールとしての側面に着目し、コミュニケーションの

活発化を通じて人と人とのネットワークを拡張することで、農村地域における人的資源の質

的・量的不足を補うアプローチについて述べてきた。最後に、人的資源の質的・量的な不足

をテクノロジーで直接的に補うアプローチについても少し触れたい。昨今、AI、IoT、ロボ  

ティクスなどの技術革新が世界中で急速に進んでおり、農村地域においても、スマート農業

やスマートヴィレッジといった技術が大きな注目を集めている。これら一連の技術には、こ

れまでインターネット活用が低調であった農業や農村を、Society 5.0 にまで引き上げる切

り札として大きな期待が寄せられている（図 10）。 

 

図 10 Society 5.0がもたらす世界（出典：内閣府） 



日本農学アカデミー会報 第 33 号（2020） 

 31 

これらの技術は、5G ネットワークの普及が進むにつれ、より一層存在感を増してくる。例

として、農業については、スマート農業技術により農作業の自動化や省力化が進み、センシ

ング技術による作物の生育管理や熟練技術者の知識の活用により農業参入も容易となる（農

林水産省, 2020）。また、生活面については、自動運転車による地域交通の省力化・効率化や、

遠隔医療（テレメディシン・テレヘルス）・遠隔教育（テレラーニング）・遠隔業務（テレワー

ク）などの実現により、これまでに農村地域では得られなかったサービスが都市部と遜色の

ない形で受けられるようになり、農村における生活は一変する可能性がある。 

このように、過疎化や高齢化に起因する問題の代替手段として、これらの新たな ICT には

大きな期待がもたれるが、同時に、これらのテクノロジーは農村社会に対してポジティブ・

ネガティブ双方から複合的な変容をもたらす可能性が高い。農村地域は、本来豊かな地域コ

ミュニティによる農業や農業生産環境の整備のための共同作業を基盤として維持されてきた。

近年の農業就業人口の減少や都市近郊における移住者の増加により、農業を基盤としたコミ

ュニティは既に失われつつあるが、例えばスマート農業は、農業に必要な人的資源をさらに

大幅に減少させるものである。これが進むと、農村地域でありながら農業就業者がほとんど

いなくなるという状態も想定される。さらに地域の状況によって異なるが、高齢化が既に過

度に進行している地域では、居住人口がほとんどなくなり、農業者だけが遠方からスマート

農業機械を操作、もしくは地域に通勤して農作業を行うなど、農村地域というよりは農業地

域、もしくは農場のような場所になるかもしれない。逆に、農業に関する様々な重労働から

解放されると、自然に囲まれた良好な居住地域としての農村を純粋に志向して住む人が増え

るかもしれない。インターネットを通じて様々な社会的・経済的サービスが得られるように

なれば、多くの人は必ずしも都市部に居住する必要は無くなり、好きな場所から場所へと自

由に移動するノマド的なスタイルがより普及する可能性もある。他方、居住地域や農場とし

ても維持されないような農村地域では、自然に戻るという選択肢も想定される（図 11）。この

ように、今の農村をそのまま維持することだけを目標とするのではなく、これまでにない多

様な将来ビジョンを想定し、そこに到達するための方法論を確立していくことが、これから

の農村計画（学）にとって重要な課題である。もちろん、未来を選ぶのは地域住民であり、地

域住民に対して様々な未来の選択肢とそれぞれに到達するために必要な方策を提供し、地域

自らが望ましい方向を選択できるようにすることが求められる。 

 

 

図 11 考えられる農村の未来ビジョン 
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おわりに 

本稿では、過疎化・高齢化・混住化という農村地域の持続性に立ちはだかる根本的な問題

に対応するための方法として、失われつつある農村地域の力を、1）デジタルコミュニケー  

ション技術を活用して人の不足を人で補おうとするアプローチ、2）人の不足を ICTにより直

接的に補おうとするアプローチ、を提示した。農村計画（学）ではこれまで、農村地域を、従

来からある農業を基盤とする豊かなコミュニティが成立し、住民の助け合いや協働により維

持される地域としてとらえることが前提となっていた。豊かな農村地域コミュニティが人口

減少や高齢化により脆弱化していく状況をみながら、コミュニティの機能、あるいは集落機

能を取り戻すことが大きな目標となっている。そのために地域内の結び付きを高め、ソーシ

ャル・キャピタルを向上させることでコミュニティを再活性化させるような取り組みや、外

部支援者の導入、より広域レベルでの地域再編などが重要な政策課題として取り組まれてい

る。ただし、これらの議論が立脚する個々の事例研究は、まだ汎用的な方法論にまで到達で

きていないという批判もある（金子, 2016）、本稿で提示した 1）のアプローチは、従来の議

論の流れを ICT の力により後押ししようとするもので、既存の議論に対する新しいアプロー

チを目指すものであるといえる。それに対して 2）のアプローチは、農村地域社会そのものを

根源から大きく変容させる可能性があり、地域コミュニティに期待する従来の議論を転換さ

せかねない。今後、農村計画の分野でも議論は避けられないであろう。 

最後に、本稿の執筆現在、新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、わが国でも否が応

でもテレワークを導入せざるを得ない状況が増えてきているが、これを機にテレワークをは

じめとするオンライン上での共同活動に対する抵抗意識が弱まると、今後、わが国でもヴァ

ーチャルな世界（サイバー空間）の活用が急速に一般化するかもしれない。常にリアルな場

所として存在してきた農村地域に対して、サイバー空間の肥大化に伴うリアルな場所性の低

下は何をもたらすのだろうか。 
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